
 

（単位：百万円）
平成13年度 平成14年度 平成15年度
当初予算額 当初予算額 要求・要望 平成15年度要求・要望の主な事項
（増減％） （増減％） （増減％） （増額しているものを中心に主な事項を記載）

環境事業団 16,188 13,601 27,277 15,436
（+31.2％）（▲16.0％） （+100.6％） (+1,002.6%)

1,551
(▲60.7%)
 

1,207
(+49.8%)

7,084 ④同法第３２条の事務費交付金（別添４）
(+29.3%)

（参　考） 　
財政投融資 3,300 　

(▲78.3%) 　

（参　考）

特殊法人等名
内訳

平成１５年度予算要求・要望の主な事項等

所管省庁名　　環境省、農林水産省、経済産業省、国土交通省

○ 環境省所管の特殊法人（環境事業団及び公害健康被害補償予防協会）については、昨年１２月に策定された「特殊法人等整
理合理化計画」に基づき、公害健康被害補償予防協会を独立行政法人化するとともに、環境事業団については、地球環境基金
に係る業務などの一部の業務をこの独立行政法人に移管した上で、PCB廃棄物の処理業務を中心とする特殊会社とすることと
している。
○ 関連する法案は平成１５年の通常国会に提出を予定しているところ。

①環境事業団法第１８条第１項第６号のＰＣＢ廃棄物処理事業に係る施設
整備費補助金（別添１）

③同法第１８条第１項第１１号及び１２号の地球環境基金業務に係る補助
金（別添３）

○同法第１８条第１項第１号～第５号の建設譲渡事業に係る財政投融資

②同法第１８条第１項第２号～第４号の緑地整備関係建設譲渡事業に係る
施設整備費補助金（別添２）



 別 添 １ 　ＰＣＢ廃棄物処理事業について

● 概　要

　環境事業団が国の計画に従って、ポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)廃棄物

の広域的な処理施設を設置し、処理事業を行うもの。

　また、中小企業者の保管する高圧トランス及び高圧コンデンサー処理

費用の一部を「ＰＣＢ廃棄物処理基金」から充当し、中小企業者の処理

費用の負担軽減を図るもの。

●１５年度要求額について

　　　ＰＣＢ廃棄物については、平成２８年７月１５日迄に処理すること

がＰＣＢ廃棄物処理特別措置法等で義務づけられており、環境事業団法

において、環境事業団が、これらのＰＣＢ廃棄物の処理や処理施設の設

置等を行うこととされている。

　　　増額の主な要因は、環境事業団の行うＰＣＢ廃棄物処理事業におい

て、１５年度から処理施設を本格的に施工することに伴い、施設補助金

を増額要求するものである。

　　

（注）なお、当該施設補助金を除くと、環境事業団の全体の前年度当初予

算１２，２０１百万円に対する平成１５年度概算要求・要望額は

　　１１，８４１百万円であり、▲３．０％の減となっている。

　＜事業対象箇所等＞                                                   （単位:百万円）

14年度当初予算額 15年度要求･要望額 増△減額

　　　　　　　　1,400 　　　　　15,436 14,036 (1102.6%)

対

象

箇

所

(実施設計)

　北九州Ⅰ期

(施設建設)

  －

(実施設計)

　北海道、東京、東海､大阪

(施設建設)

　北九州Ⅰ期、東海



＜参 考 条 文＞

＊ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関る特別措置法（抄）

　（事業者の責務）

第三条 　事業者は、そのポリ塩化ビフェニル廃棄物を自らの責任において確実かつ適正に処理しなければならない。

　（国及び地方公共団体の責務）

第五条 　国は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物に関する情報の収集、整理及び活用、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理に関する

技術開発の推進、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の確実かつ適正な処理を確保するための体制の整備その他の必要な措

置を講ずるよう努めなければならない。

　

　（期間内の処分）

第十条 　事業者は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理の体制の整備の状況その他の事情を勘案して政令で定める期間内に、

そのポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又 は処分を他人に委託しなければならない。

＊ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法施行令（抄）

　（処分の期間）

　第二条 　法第十条 の政令で定める期間は、法の施行の日から起算して十五年とする。

＊環境事業団法（抄）

　（業務の範囲）

　第１８条　事業団は、第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。

　　 六　 ポリ塩化ビフェニル、ポリ塩化ビフェニルを含む油又はポリ塩化ビフェニルが塗布され、染み込み、付着し、若しく

は封入された物が廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第１項に規定する廃棄物（第８号において「廃棄物」とい

う。）となつたもの（環境に影響を及ぼすおそれの少ないものとして政令で定めるものを除く。以下この号及び次号に

おいて「ポリ塩化ビフェニル廃棄物」という。）の広域的かつ適正な処理を図るため、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処

理並びに当該処理を行うための施設の設置及び改良、維持その他の管理を行うこと。



 別 添 ２  　建設譲渡事業について

● 概 要

　　  建設譲渡事業は、事業者や地方公共団体等の相手方の要請を受けて、

事業団が事業主体となり、調査、設計、用地取得、工事、地元調整等の

一連の業務を行い、施設完成後に相手方に譲渡するもの。

　　　事業資金は、財投資金等によって賄われ、国庫補助金等を除いた費

用について相手方から長期・低利で返済される。

　　　事業の種類としては、集団設置建物、共同福利施設、大気汚染対策

緑地、地球温暖化対策緑地、産業廃棄物処理施設・一体緑地がある。

●１５年度要求額について

　　　新規事業を採択せず、継続事業のみの実施となっていることから、

事業量が縮小しており、それに伴い要求額も減少しているところ。



＜参 考 条 文＞

＊環境事業団法（抄）

　第１８条　事業団は、第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。

　一　工場及び事業場が集中し、かつ、これらにおける事業活動に伴う公害（以下「産業公害」という。）が著しく、若しくは

著しくなるおそれがある地域における産業公害を防止するために工場若しくは事業場が集団して設置されるのに必要な

建物（これに附属する建物を含む。）を設置し、又はこれと併せて当該工場若しくは事業場の利用に供するばい煙処理施

設、汚水処理施設その他の産業公害を防止するための施設（これに附属する施設を含む。）を設置し、及びこれらを譲渡

すること。

　二　前号に規定する地域のうち産業公害が発生するおそれが特に著しい地域において、その発生を防止するために設置するこ

とが必要な施設（工場又は事業場の共同の利用に供する施設であつて、当該地域の工場又は事業場の従業員及び住民の福

利に資するものに限る。）を設置し、及び譲渡すること。

　三　大気の汚染による公害が著しく、又は著しくなるおそれがある地域において、大気の汚染による公害を防止するために設

置することが必要な緑地で、都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条第１項第１号に規定する都市公園（以下「都

市公園」という。）となるべきものを設置し、及び譲渡すること。

  四　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第８条第１項に規定する一般廃棄物処理施設（次号に

おいて「一般廃棄物処理施設」という。）である同法第２条第２項に規定する一般廃棄物（同号において「一般廃棄物」

という。）の最終処分場若しくは同法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設（同号において「産業廃棄物処理施

設」という。）である同法第２条第４項に規定する産業廃棄物（同号において「産業廃棄物」という。）の最終処分場に係

る埋立処分が終了した後のその跡地若しくは公害の原因となる物質により土壌が汚染されている区域又は当該跡地若し

くは区域と合わせてそれらの周辺において、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）第２条第

２項に規定する地球温暖化対策の推進に特に資するとともに、当該跡地又は区域の周辺地域における生活環境の保全に資

すると認められる緑地で、都市公園となるべきものを設置し、及び譲渡すること。

　五　産業廃棄物の広域的な処理が必要であると認められる地域において、産業廃棄物の広域的かつ適正な処理及び産業廃棄物

処理施設の周辺地域における生活環境の保全を図るため、産業廃棄物処理施設のうち産業廃棄物の最終処分場（当該産業

廃棄物の最終処分場が同時に一般廃棄物の最終処分場である場合を含み、港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第

３項に規定する港湾区域に設置されるものを除く。以下この号において「最終処分場」という。）若しくは最終処分場以

外の施設（当該施設が同時に一般廃棄物処理施設である場合を含む。）で政令で定めるものを設置し、又はその設置と併

せて当該最終処分場の周辺に、若しくは設置した最終処分場に係る埋立処分が終了した後その跡地に、都市公園となるべ

き緑地（前号に規定する緑地に該当する緑地を除く。）を設置し、及びこれらを譲渡すること。



 別 添 ３ 　地球環境基金業務について

● 概 要

　　　国からの出資金、民間からの寄付金によって「地球環境基金」を造

成し、その運用益等を財源として、環境保全活動を展開する国内外の民

間団体等に対しての活動資金の助成と、民間団体の活動の振興に必要な

調査研究、情報提供、研修を実施している。

●１５年度要求額について

　　　環境保全活動を行う国内外の民間団体等に対しての活動資金の助成

については、これまで平成５～１３年度に累計採択件数１，７４０件の

支援を実施しているところ。

　　　さらに、今年度は日常生活における温室効果ガス削減試行事業（「気

候ポイント制」試行事業）を追加している。

　　　このため、１５年度概算要求においても、引き続きこれら地球環境

基金事業を支援するための経費を計上しているところ。

＜参 考 条 文＞

＊環境事業団法（抄）

　第１８条　事業団は、第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。

　十一　環境の保全を通じて人類の福祉に貢献するとともに国民の健康で文化的な生活の確保に寄与する活動であつて次に掲

げるものに対し、助成を行うこと。

　　イ　本邦内に主たる事務所を有する民間団体（民間の発意に基づき活動を行う営利を目的としない法人その他の団体をいう。

以下この号において同じ。）による開発途上地域における環境の保全を図るための活動で、その開発途上地域の現地に

おいて事業を実施するものであることその他の政令で定める要件に該当するもの

　　ロ　本邦以外の地域に主たる事務所を有する民間団体による開発途上地域における環境の保全を図るための活動で、その開

発途上地域の現地において事業を実施するものであることその他の政令で定める要件に該当するもの

　　ハ　本邦内に主たる事務所を有する民間団体による本邦内においてその環境の保全を図るための活動で、広範な国民の参加

を得て行われるものであることその他の政令で定める要件に該当するもの

　十二　前号に規定する活動の振興に必要な調査研究、情報の収集、整理及び提供並びに研修を行うこと。



＜参 考＞
気候ポイント制の流れ図

申請者 環境事業団

公 応募要領、
申請書類様式等作成

募 公募開始

交付申請書、実施計
選 画書の提出 認証審査会

実施計画書
の確認

付議( )Validation
実施計画書

考 の確認
( )Validation

交付決定
通知・公表

回答

※認証審査会のメ
ンバーは、環境ｶ事 事業開始
ｳﾝｾﾗｰ､ 審査ISO
員その他の認証機業
関等の専門家より
構成。実

事業完了
施

事業実施による

削減量の算定

付議
実績報告 削減量の 削減量の

支 検 証 検 証
( )( )Verification Verification

払 回答

等
削減量（気候ポイント
の量）に応じて助成金
を交付（上限あり）

☆申請者の対象要件
以下の要件を全て満たす民間団体であること。
（１）地球環境基金助成金交付要望募集要項２．に規定する助成の対象となる団体（公
益法人、ＮＰＯ法人又は一定の要件を満たす任意団体）であること。

（２）地球温暖化対策の推進に関する法律第２６条に規定する地球温暖化対策地域協議
会（以下「地域協議会」という ）の構成団体であること。。

（３）助成対象となる活動内容について、地域協議会の協議が調っているとともに、活
、 。動の実施に当たっては 当該地域協議会の各構成員と連携して行うものであること



 別 添 ４   事務費交付金について

● 概 要 及び １５年度要求額について

　　　環境省所管の特殊法人（環境事業団及び公害健康被害補償予防協会）

については、昨年１２月に策定された「特殊法人等整理合理化計画」

に基づき、公害健康被害補償予防協会を独立行政法人化するとともに、

環境事業団については、地球環境基金に係る業務などの一部の業務を

この独立行政法人に移管した上で、ＰＣＢ廃棄物の処理業務を中心と

する特殊会社とすることとしている。

　　　関連する法案は平成１５年の通常国会に提出を予定しており、この

ため、１５年度概算要求においては、改組のために必要な経費として

精算監査等の経費を計上しているところ。

● うち貸倒引当費について

　　　環境事業団の抱える不良債権については、「特殊法人等整理合理化

計画」において「特殊会社への移行に向けて債権債務の適切な処理を

図る」とされているところであり、財務当局とも協議のうえ所要の貸

倒引当費の手当を行い、法的手段の実行等により不良債権の迅速かつ

適切な処理を進めることとしている。

 　　 このため、１５年度概算要求においては、特殊会社への移行に向け
た不良債権処理のために４０億円の貸倒引当費を計上している。

＜特殊法人等整理合理化計画（抜粋）＞

　    環境事業団【債権回収業務】

       ○債権回収について、平成14年度から民間委託等を通じ効率的に実施し、特殊会社への移行に向けて債権債務の

　　　　　　適切な処理を図る。

＜参 考 条 文＞

＊環境事業団法（抄）

第３２条  政府は、予算の範囲内において、事業団に対し、その事務に要する費用に相当する金額を交付することができる。


